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学校教育法施行規則の一部を改正する省令の施行について（通知） 

 

 この度、別添のとおり「学校教育法施行規則の一部を改正する省令」（令和３年文

部科学省令第44号）が令和３年９月13日に公布され、令和４年４月１日から施行され

ます。 

 この省令は、退学処分を行うことができない学校を、「市町村立の小学校、中学校

（学校教育法第七十一条の規定により高等学校における教育と一貫した教育を施す

もの（以下「併設型中学校」という。）を除く。）若しくは義務教育学校又は公立の

特別支援学校」に限ることで、都道府県立の小学校、中学校、義務教育学校において

も、退学処分を行うことができるよう、所要の規定を整備するものです。 

この省令の概要等は下記のとおりですので、御了知いただき、その運用に当たって

は遺漏なきようお取り計らいください。 

なお、都道府県・指定都市教育委員会におかれては所管の学校及び域内の市区町村

教育委員会に対して、各都道府県・指定都市におかれては所管の学校法人及び私立学

校に対して、附属学校を置く国公立大学法人におかれては管下の学校に対して、構造

改革特別区域法第12条第１の認定を受けた地方公共団体におかれては認可した学校

に対して、このことを御周知願います。 

 



記 

 

第１ 改正の概要 

退学処分を行うことができない学校を市町村立の小学校、中学校（併設型中学校を

除く。）、義務教育学校等に限ることで、都道府県立の小学校、中学校、義務教育学

校においても、退学処分を行うことができるものとすること。 

 

第２ 改正の趣旨 

現行の法令上、都道府県立を含め、公立の小学校、中学校（併設型中学校を除く。）、

義務教育学校、特別支援学校（小・中学部）においては、義務教育を最終的に保障す

るということから、懲戒としての退学処分を行うことができない。一方、性行不良で

あって、他の児童生徒の教育に妨げがあると認めるときは、市町村教育委員会は、そ

の保護者に対して、児童生徒の出席停止を命じることができる。 

しかし、都道府県立の小学校、中学校、義務教育学校については、私立の小学校、

中学校、義務教育学校等と同様に、区域外就学等として扱われ、希望者について校長

が入学を認める性格のものであるため、退学処分を認めたとしても、市町村立の小学

校、中学校（併設型中学校を除く。）、義務教育学校が最終的な受け入れ先となる。

したがって、都道府県立の小学校、中学校、義務教育学校においても、国立及び私立

の小学校、中学校、義務教育学校等と同様に、退学処分を認め、出席停止の措置は認

めないものとすること。 

 

第３ 施行期日について 

 本省令の施行期日を令和４年４月１日とすること。 

 

 

 

 
【本件担当】 

文部科学省初等中等教育局児童生徒課生徒指導室 

生徒指導企画係 

電 話：０３－５２５３－４１１１（内線：３２９８） 

ＦＡＸ：０３－６７３４－３７３５ 

Ｅ－mail：s-sidou@mext.go.jp 



- 1 -

○
文
部
科
学
省
令
第
四
十
四
号

学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
百
四
十
二
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
学
校
教
育
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
三
年
九
月
十
三
日

文
部
科
学
大
臣

萩
生
田

光
一

学
校
教
育
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

学
校
教
育
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
二
年
文
部
省
令
第
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の

傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。



- 2 -

改

正

後

改

正

前

第
二
十
六
条
［
略
］

第
二
十
六
条
［
略
］

②

懲
戒
の
う
ち
、
退
学
、
停
学
及
び
訓
告
の
処
分
は
、
校
長
（
大
学
に
あ
つ
て

②

懲
戒
の
う
ち
、
退
学
、
停
学
及
び
訓
告
の
処
分
は
、
校
長
（
大
学
に
あ
つ
て

は
、
学
長
の
委
任
を
受
け
た
学
部
長
を
含
む
。
）
が
行
う
。

は
、
学
長
の
委
任
を
受
け
た
学
部
長
を
含
む
。
）
が
行
う
。

③

前
項
の
退
学
は
、
市
町
村
立
の
小
学
校
、
中
学
校
（
学
校
教
育
法
第
七
十
一

③

前
項
の
退
学
は
、
公
立
の
小
学
校
、
中
学
校
（
学
校
教
育
法
第
七
十
一
条
の

条
の
規
定
に
よ
り
高
等
学
校
に
お
け
る
教
育
と
一
貫
し
た
教
育
を
施
す
も
の
（

規
定
に
よ
り
高
等
学
校
に
お
け
る
教
育
と
一
貫
し
た
教
育
を
施
す
も
の
（
以
下

以
下
「
併
設
型
中
学
校
」
と
い
う
。
）
を
除
く
。
）
若
し
く
は
義
務
教
育
学
校

「
併
設
型
中
学
校
」
と
い
う
。
）
を
除
く
。
）
、
義
務
教
育
学
校
又
は
特
別
支

又
は
公
立
の
特
別
支
援
学
校
に
在
学
す
る
学
齢
児
童
又
は
学
齢
生
徒
を
除
き
、

援
学
校
に
在
学
す
る
学
齢
児
童
又
は
学
齢
生
徒
を
除
き
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
児
童
等
に
対
し
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

か
に
該
当
す
る
児
童
等
に
対
し
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

一
～
四
［
略
］

一
～
四
［
略
］

④
・
⑤
［
略
］

④
・
⑤
［
略
］

備
考

表
中
の[

]

の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。



- 3 -

附

則

こ
の
省
令
は
、
令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。


	学校教育法施行規則の一部を改正する省令の施行について（通知）
	別添01_【set】（省令様式）新旧対照表方式（本文・表統合版）（学教法施行規則第26条）

